
障害児通所支援における共通事項

1



○ 従来は、障害児通所サービス（児童発達支援・放課後等デイサービス）の基本報酬に
おいて、医療的ケア児を直接評価しておらず、一般児と同じ報酬単価であったため、
受入れの裾野が十分に広がってこなかった。

○ 今回改定においては、いわゆる「動ける医ケア児」にも対応した新たな判定スコアを
用い、医療的ケア児を直接評価する基本報酬を新設。

基本報酬においては、医療濃度に応じ、「３：１（新スコア15点以下の児）」「２：１（新ス
コア16～31点の児）」又は「１：１（新スコア32点以上の児）」の看護職員配置を想定し
、当該配置を行った場合は必要な額を手当て。

○ また、１事業所当たりごく少人数の医ケア児の場合（基本報酬では採算が取りづらい）
であっても幅広い事業所で受入れが進むよう「医療連携体制加算」の単価を大幅に
拡充。（※従来の看護職員加配加算を改組）

※ さらに、従来、NICU等から退院直後の乳児期は、自治体において障害児としての判
定が難しいために障害福祉サービスの支給決定が得られにくいという課題があること
から、新たな判定スコアを用いた医師の判断を活用することにより、新生児から円滑
に障害福祉サービスの支給決定が得られるよう運用改善を行う。
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例：法第６条の２の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施設（児童発
達支援センターであるものを除く。）において障害児に指定児童発達支援
を行う場合

（１）主に小学校就学前の障害児（以下「未就学児」という。）に対し指定児童
発達支援を行う場合

（一）医療的ケア児（判定スコアで３２点以上）の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 ２,８８５単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 ２,６１３単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 ２,４８６単位

（二）医療的ケア児（判定スコアで１６点以上３２点未満）の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 １,８８５単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 １,６１３単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 １,４８６単位

（三）医療的ケア児（判定スコアで１６点未満）の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 １,５５２単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 １,２８０単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 １,１５３単位

（四）（一）から（三）まで以外の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 ８８５単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 ６１３単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 ４８６単位

医療的ケア児に係る判定基準の見直し及び基本報酬区分の設定
【児童発達支援、放課後等デイサービス】



○医療機関との連携により、当該医療機関等から看護職員を訪問させ、利用者に看護を提供した場合や認定
医療行員業務従事者に対し喀痰吸引等に係る指導を行った場合に算定できるところであるが、障害児者に
真に必要な医療や看護を検討して適切に提供しているとは言い難い事例が散見されていることから、算定要
件や報酬単価について、必要な見直しを行う。

①医療・看護について、医療的ケアを要するなどの看護職員の手間の違いに応じて評価を行う。
②医師からの指示は、原則、日頃から利用者を診察している主治医から個別に受けるものとすることを明確

化する。

医療連携体制加算の見直し

【児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設】

［現 行］児童発達支援、放課後等デイサービスの例

イ 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位／日（利用児童１人、４時間以下）
ロ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位／日（利用児童２～８人、４時間以下）
ハ 医療連携体制加算（Ⅲ） ５００単位／日
ニ 医療連携体制加算（Ⅳ） １００単位／日
ホ 医療連携体制加算（Ⅴ） １,０００単位／日（利用児童１人、４時間超）
ヘ 医療連携体制加算（Ⅵ） ５００単位／日（利用児童２～８人、４時間超）



［見直し後］児童発達支援、放課後等デイサービスの例

イ 医療連携体制加算（Ⅰ） ３２単位／日（非医ケア、１時間未満）

ロ 医療連携体制加算（Ⅱ） ６３単位／日（非医ケア、１時間以上２時間未満

ハ 医療連携体制加算（Ⅲ） １２５単位／日（非医ケア、２時間以上）

ニ 医療連携体制加算（Ⅳ）（４時間未満）
（１） 看護職員が看護を行う利用者が１人 ８００単位／日（医ケア１人）
（２） 看護職員が看護を行う利用者が２人 ５００単位／日（医ケア２人）
（３） 看護職員が看護を行う利用者が３人以上８人以下 ４００単位／日（医ケア３～８人）

ホ 医療連携体制加算（Ⅴ）（４時間以上）
（１） 看護職員が看護を行う利用者が１人 １,６００単位／日（医ケア１人）
（２） 看護職員が看護を行う利用者が２人 ９６０単位／日（医ケア２人）
（３） 看護職員が看護を行う利用者が３人以上８人以下 ８００単位／日（医ケア３～８人）

ヘ 医療連携体制加算（Ⅵ） ５００単位／日

ト 医療連携体制加算（Ⅶ） １００単位／日



○医療的ケア児に係る判定基準を用いて基本報酬の見直しを行うことから、実態に即して以下のとおり見直す。

［現 行］
①看護職員加配加算（Ⅰ）【看護職員１人分の加算】

ア 主として重症心身障害児を通わせる事業所以外の事業所
・現行の判定基準スコアに該当する障害児の前年度の利用日数の合計を、前年度の開所日数で除して１以上になること。

イ 主として重症心身障害児を通わせる事業所
・現行の判定基準のスコアが８点以上の障害児の前年度の利用日数の合計を、前年度の開所日数で除して５以上になる

こと。
※児童発達支援センター以外の場合は、スコアが１６点以上の障害児は２名としてカウントする。

②看護職員加配加算（Ⅱ）【看護職員２人分の加算】
ア 主として重症心身障害児を通わせる事業所以外の事業所
・現行の判定基準スコアが８点以上の障害児の前年度の利用日数の合計を、前年度の開所日数で除して５以上になること。

イ 主として重症心身障害児を通わせる事業所
・現行の判定基準スコアが８点以上の障害児の前年度の利用日数の合計を、前年度の開所日数で除して９以上になること。

③看護職員加配加算（Ⅲ）【看護職員３人分の加算】（主として重症心身障害児を通わせる事業所以外の事業所のみ）

・現行の判定基準のスコアが８点以上の障害児の前年度の利用日数の合計を、前年度の開所日数で除して９以上になるこ
と。

看護職員加配加算の見直し

【児童発達支援、放課後等デイサービス】



［見直し後］
≪主として重症心身障害児を通わせる事業所以外の事業所≫

主として重症心身障害児を通わせる事業所以外の事業所においては、医療的ケアを行うために必要な看護職
員の配置の費用を含んだ医療的ケア児の基本報酬を創設することから、看護職員加配加算は廃止する。

≪主として重症心身障害児を通わせる事業所≫

①看護職員加配加算（Ⅰ）【看護職員１人分の加算】
医療的ケア児の新判定基準のスコアに前年度の出席率（利用日数／開所日数）を掛けた点数の医療的ケ

ア児全員の合計点数が４０点以上になること。

②看護職員加配加算（Ⅱ）【看護職員２人分の加算】
医療的ケア児の新判定基準のスコアに前年度の出席率（利用日数／開所日数）を掛けた点数の医療的ケ

ア児全員の合計点数が７２点以上になること。



・ 医療的ケアを行う必要がある場合に配置する看護職員については、現行の機能訓練担当職員の配置要件と

同様に、配置基準上必要となる従業者の員数に看護職員を含めてよいこととする（ただし、「医療的ケア児」の
基本報酬、医療連携体制加算又は看護職員加配加算により配置する看護職員を除く。）。

≪看護職員の基準人員の取扱いの見直し≫
医療的ケア児に医療的ケアを行う場合は看護職員を置くこととし、置いた場合は当該看護職員を児童指導員

等の員数に含めることができる（ただし、「医療的ケア児」の基本報酬、医療連携体制加算又は看護職員加配加
算により配置する看護職員を除く。）。

※児童発達支援センター（主として難聴児・重症心身障害児を通わせる場合を除く。）は機能訓練担当職員及び
看護職員を児童指導員等の員数に含める場合、その半数は児童指導員又は保育士でなければならないもの
とする。

看護職員の基準人員の取扱いの見直し
【児童発達支援、放課後等デイサービス】



・ ＮＩＣＵ等から退院し在宅生活を始める時期から乳幼児期（特に０～２歳）の医療的ケア児については、自治体職

員による「５領域１１項目」の調査のみでは、通常の発達の範囲として介助をようしているのか、医療的ケアの原
因である内部障害等により通常の発達を超える介助を要する状態であるのか判断が難しいことから、医療的ケ
アに係る判定基準等において医療的ケアの原因である内部障害等により通常の発達を超える介助を要する状
態である旨の判定を行う際には、医師の判断を活用する。

退院直後から必要な障害福祉サービスの利用
【児童発達支援、放課後等デイサービス】



・ 専門性及び質の向上に向けて、現行の「障害福祉サービス経験者」を廃止し、保育士・児童指導員のみに人

員基準を見直しすることとする。（令和３年３月３１日時点で旧基準に基づく指定を受けている事業所について
は、２年間の経過措置を設ける。

≪人員基準の見直し≫
［現 行］

指定児童発達支援の単位ごとに、児童発達支援の提供にあたる児童指導員、保育士又は障害福祉サービス
経験者の合計数が、障害児の数の区分に応じ、それぞれ定める数以上となるよう配置。（放課後等デイサービ
スも同様。）

［見直し後］

指定児童発達支援の単位ごとに、児童発達支援の提供に当たる児童指導員又は保育士の合計数が、障害児
の数の区分に応じ、それぞれ定める数以上となるよう配置。（放課後等デイサービスも同様。）
※令和３年３月３１日時点で、指定を受けている事業所については、２年間の経過措置を設ける。

人員基準の見直し
【児童発達支援、放課後等デイサービス】



・家庭支援の充実を図るため、訪問支援特別加算を家庭連携加算に統合した上で、要件を見直す。
・事業所内相談支援加算について、個別の相談援助だけではなく、グループでの面談等も算定可能とする。

≪訪問支援特別加算の家庭連携加算への統合≫
［現 行］

家庭連携加算（月２回を限度）
イ １時間未満 １８７単位／回
ロ １時間以上 ２８０単位／回

訪問支援特別加算（月２回を限度）
イ １時間未満 １８７単位／回
ロ １時間以上 ２８０単位／回

［見直し後］
家庭連携加算（月４回を限度）

イ １時間未満 １８７単位／回
ロ １時間以上 ２８０単位／回

≪事業所内相談支援加算の見直し≫
［現 行］

事業所内相談支援加算（月１回を限度）
３５単位／回

［見直し後］

事業所内相談支援加算（Ⅰ、Ⅱそれぞれ月１回を
限度）
イ 事業所内相談支援加算（Ⅰ）（個別）

１００単位／回
ロ 事業所内相談支援加算（Ⅱ）（グループ）

８０単位／回

家庭支援の評価の充実
【児童発達支援、医療型児童発達支援及び放課後等デイサービス】



≪個別サポート加算（Ⅰ）【新設】≫ １００単位／日

・ 著しく重度及び行動上の課題のあるケアニーズの高い障害児への支援を充実させる観点から、児童発達支援

及び医療型児童発達支援は５領域１１項目の調査による判定スコアを、放課後等デイサービスは指標該当児の
判定スコアを用いて判断した結果、一定の要件に該当する障害児を受け入れたことを評価する加算を創設する。

・ 虐待等の要保護・要支援児童を受け入れた場合に、家庭とのかかわりや、倫理的に不安定な児童へのケア、支

援に必要な関係機関との連携が必要となることを考慮し、児童相談所や子育て世代包括支援センター等の公
的機関や、要保護児童対策地域協議会、医師との連携（事業所からの報告に基づく経過観察の依頼を含む）に
より、児童発達支援等を行う必要のある児童を受け入れて支援することを評価する加算を創設する。

≪個別サポート加算（Ⅱ）【新設】≫> １２５単位／日

著しく重度及びケアニーズの高い児童を支援した場合の評価
【児童発達支援、医療型児童発達支援及び放課後等デイサービス】

虐待等の要保護・要支援児童を支援した場合の評価
【児童発達支援、医療型児童発達支援及び放課後等デイサービス】



・ 経営状況等を踏まえて、児童指導員等加配加算（Ⅰ）の報酬単価を見直すとともに、児童指導員等加配加算

（Ⅱ）を廃止する一方、支援の質を向上させる観点から、専門職（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・心理
指導担当職員・国立リハビリテーションセンター視覚障害学科履修者）を１名以上加配（常勤換算による算定）し
て行う支援を評価する加算を創設する。

※児童発達支援における専門的支援加算の算定要件については、対象となる未就学児への支援に当たり、特
に集団生活への適応や他者との関係性の構築のために専門的で個別的な支援が必要であることから、児童
福祉事業について５年以上経験のある保育士・児童指導員についても、専門職の対象に含めることとする。

・ 難聴児の早期支援に向けて、児童指導員等加配加算の対象資格に手話通訳士及び手話通訳者を追加する。

児童指導員等加配加算の見直し及び専門的支援加算の創設
【児童発達支援及び放課後等デイサービス】



≪児童指導員等加配加算の見直し≫
［現 行］

１ 児童発達支援
イ 児童発達支援センターの場合

児童指導員等加配加算（Ⅰ） １０～１０５単位／日
ロ 児童発達支援センター以外の児童発達支援事業所の場合

児童指導員等加配加算（Ⅰ） ３６～４１８単位／日
児童指導員等加配加算（Ⅱ） ３６～２０９単位／日

２ 放課後等デイサービス
イ 放課後等デイサービス（区分１）

児童指導員等加配加算（Ⅰ） ３６～２０９単位／日
児童指導員等加配加算（Ⅱ） ３６～２０９単位／日

ロ 放課後等デイサービス（区分２）
児童指導員等加配加算（Ⅰ） ３６～２０９単位／日

ハ 放課後等デイサービス（重症心身障害児）
児童指導員等加配加算（Ⅰ） ６１～４１８単位／日

［見直し後］
１ 児童発達支援

イ 児童発達支援センターの場合 １１～９３単位／日
ロ 児童発達支援センター以外の児童発達支援事業所の場合 ３６～３７４単位／日

２ 放課後等デイサービス
イ 放課後等デイサービス ３６～１８７単位／日
ロ 放課後等デイサービス（重症心身障害児） ６０～３７４単位／日



≪専門的支援加算【新設】≫
１ 児童発達支援

イ 児童発達支援センターの場合 １５～ ９３単位／日
ロ 児童発達支援センター以外の児童発達支援事業所の場合 ４９～３７４単位／日

２ 放課後等デイサービス
イ 放課後等デイサービス ７５～１８７単位／日
ロ 放課後等デイサービス（重症心身障害児） １２５～３７４単位／日
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○ 児童発達支援事業所（センター以外）について、従業者の配置に対して一律
に加算する「児童指導員等加配加算Ⅱ」を改め、より手厚い支援を必要とす
る子どもに応じて、きめ細かい支援が可能となるよう、以下の加算に組み替
える。

① 個別サポート加算Ⅰ 
ケアニーズの高い児童（著しく重度および行動上の課題のある児童）への
支援を評価

② 個別サポート加算Ⅱ ：虐待等の要保護児童等への支援について評価

③ 専門的支援加算：専門的支援を必要とする児童のため専門職の配置を評価

（※）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理指導担当職員、国リハ視覚
障害学科履修者、５年以上児童福祉事業に従事した保育士・児童指導員
を常勤換算で１以上配置した場合に評価





・ 経営の実態等を勘案しつつ、事業所の定員規模別の報酬単価も含めて見直しを行う。
・ 基本報酬区分について、医療的ケア児のための判定基準のスコアの点数に応じて段階的な評価を行う「医療

的ケア児」の基本報酬区分を創設する。

例１

イ 児童発達支援センターにおいて障害児に指定児童発達支援を行
う場合（ロ又はハに該当する場合を除く）

（１）医療的ケア児（判定スコアで３２点以上の場合）
（一）利用定員３０人以下の場合 ３,０８６単位
（二）利用定員３１人以上４０人以下の場合 ３,００５単位
（三）利用定員４１人以上５０人以下の場合 ２,９３０単位
（四）利用定員５１人以上６０人以下の場合 ２,８５９単位
（五）利用定員６１人以上７０人以下の場合 ２,８３０単位
（六）利用定員７１人以上８０人以下の場合 ２,８０４単位
（七）利用定員８１人以上の場合 ２,７７８単位

（２）医療的ケア児（判定スコアで１６点以上３２点未満の場合）
（一）利用定員３０人以下の場合 ２,０８６単位
（二）利用定員３１人以上４０人以下の場合 ２,００５単位
（三）利用定員４１人以上５０人以下の場合 １,９３０単位
（四）利用定員５１人以上６０人以下の場合 １,８５９単位
（五）利用定員６１人以上７０人以下の場合 １,８３０単位
（六）利用定員７１人以上８０人以下の場合 １,８０４単位
（七）利用定員８１人以上の場合 １,７７８単位

（３）医療的ケア児（判定スコアで１６点未満の場合）
（一）利用定員３０人以下の場合 １,７５３単位
（二）利用定員３１人以上４０人以下の場合 １,６７２単位
（三）利用定員４１人以上５０人以下の場合 １,５９７単位
（四）利用定員５１人以上６０人以下の場合 １,５２６単位
（五）利用定員６１人以上７０人以下の場合 １,４９７単位
（六）利用定員７１人以上８０人以下の場合 １,４７１単位
（七）利用定員８１人以上の場合 １,４４５単位

例２

ニ 法第６条の２の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施設（児
童発達支援センターであるものを除く。）において障害児に指定児童
発達支援を行う場合

（１）主に小学校就学前の障害児（以下「未就学児」という。）に対し指定
児童発達支援を行う場合

（一）医療的ケア児（判定スコアで３２点以上）の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 ２,８８５単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 ２,６１３単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 ２,４８６単位

（二）医療的ケア児（判定スコアで１６点以上３２点未満）の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 １,８８５単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 １,６１３単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 １,４８６単位

（三）医療的ケア児（判定スコアで１６点未満）の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 １,５５２単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 １,２８０単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 １,１５３単位

（四）（一）から（三）まで以外の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 ８８５単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 ６１３単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 ４８６単位

基本報酬の見直し及び医療的ケア児の基本報酬区分の設定



放課後等デイサービス



○ 放課後等デイサービスについて、現行の事業所を２区分に分けて報酬設定

する方法（※１）を改め、より手厚い支援を必要とする子どもに応じて、きめ

細かく以下の加算を算定。

① 個別サポート加算Ⅰ

ケアニーズの高い児童（著しく重度および行動上の課題のある児童）への

支援を評価

② 個別サポート加算Ⅱ

虐待等の要保護児童等への支援について評価

③ 専門的支援加算

専門的支援を必要とする児童のため専門職の配置を評価(※２)

（※１）現行は、一定の指標に該当する障害児の数が５割以上である場合を

「区分１」、５割未満を「区分２」として、基本報酬を２段階に設定

（※２）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理指導担当職員、国リハ視

覚障害学科履修者を常勤換算で１以上配置した場合に評価





・ 平成３０年度報酬改定において導入された指標該当児童の割合による基本報酬区分について、指標該当児童
を受け入れた場合でも、当該事業所における指標該当児童の割合が５０％以上に達しない限り、基本報酬上の
評価がされないなどの指摘を踏まえ、区分１・区分２の報酬体系を廃止するとともに、経営実態を踏まえ、基本
報酬を見直す。

・ 基本報酬区分について、医療的ケア児のための判定基準のスコアの点数に応じて段階的な評価を行う「医療
的ケア児」の基本報酬区分を創設する。

例１
イ 障害児（重症心身障害児を除く。）に対し授業の終了後に指定放

課後等デイサービスを行う場合（ハ、ニ、ホに該当する場合を除
く。）

（１）区分１（３時間以上）
（一）医療的ケア児（判定スコアで３２点以上）の場合

（ａ）利用定員１０人以下の場合 ２,６０４単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 ２,４０２単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 ２,３０２単位

（二）医療的ケア児（判定スコアで１６点以上３２点未満）の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 １,６０４単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 １,４０２単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 １,３０２単位

（三）医療的ケア児（判定スコアで１６点未満）の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 １,２７１単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 １,０６９単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 ９６９単位

（四）（一）から（三）まで以外の場合
（ａ）利用定員１０人以下の場合 ６０４単位
（ｂ）利用定員１１人以上２０人以下の場合 ４０２単位
（ｃ）利用定員２１人以上の場合 ３０２単位

（２）区分２（３時間未満）
（略）

例２
ロ 障害児（重症心身障害児を除く。）に対し休業日に指定放課後等デ

イサービスを行う場合（ハ、ニ、ホに該当する場合を除く。）
（１）医療的ケア児（判定スコアで３２点以上）の場合

（一）利用定員１０人以下の場合 ２,７２１単位
（二）利用定員１１人以上２０人以下の場合 ２,４８０単位
（三）利用定員２１人以上の場合 ２,３７２単位

（２）医療的ケア児（判定スコアで１６点以上３２点未満）の場合
（一）利用定員１０人以下の場合 １,７２１単位
（二）利用定員１１人以上２０人以下の場合 １,４８０単位
（三）利用定員２１人以上の場合 １,３７２単位

（３）医療的ケア児（判定スコアで１６点未満）の場合
（一）利用定員１０人以下の場合 １,３８８単位
（二）利用定員１１人以上２０人以下の場合 １,１４７単位
（三）利用定員２１人以上の場合 １, ０３９単位

（４）（１）から（３）まで以外の場合
（一）利用定員１０人以下の場合 ７２１単位
（二）利用定員１１人以上２０人以下の場合 ４８０単位
（三）利用定員２１人以上の場合 ３７２単位

基本報酬の見直し及び医療的ケア児の基本報酬区分の設定



<欠席時対応加算（Ⅱ）【新設】> ９４単位／日

・ 極端な短時間（３０分以下）のサービス提供については報酬（基本報酬及び加算）を算定しないこととする。
・ ただし、放課後等デイサービス計画に基づき、徐々に在所時間数を延ばす必要性を市町村が認めた障害児に

ついては、この限りではない。また、利用児童の体調不良などにより、結果的に短時間（３０分以下）のサービス
提供となった場合は、欠席時対応加算（Ⅱ）の算定を可能とする。

・ 平成３０年度報酬改定において、引き続き検討する事項とされていた放課後等デイサービスの送迎加算につい

て、送迎の実施に関する実態調査の結果を踏まえ、障害児の自立能力の獲得を妨げないように配慮することな
どを改めて周知することとし、送迎加算の現行の枠組みは維持する。

・ 地方分権改革推進提案における放課後等デイサービスの利用対象者に専修学校等の通学者を加えるとの提
案については、次期制度見直しに向けて検討することとし、今回の報酬改定においては対応は行わない。

極端な短時間サービスの提供の取扱い

送迎加算の取扱い

利用対象者の拡大の検討



障害児入所支援における共通事項



・ 重度障害児支援加算について、ケアの小規模化を進めることを前提とした施設要件とはなっていないことから、
小規模グループケアに対応した施設要件となるよう見直す。

≪重度障害児支援加算の要件の見直し≫
［現 行］

①重度障害児専用棟の設置、②重度障害児入所棟の定員をおおむね２０人、③居室については１階に設けるこ
と等の施設基準を満たし、一定の要件に該当する障害児を支援した場合に算定する。

［見直し後］
①重度障害児専用棟の設置、②重度障害児入所棟の定員をおおむね２０人、③居室については１階に設けるこ

と等の施設基準を満たし、一定の要件に該当する障害児を支援した場合に算定する。ただし、小規模グループケ
ア加算を算定している場合は、①と②の基準を満たさなくても算定できるものとする。
※③の基準は、重度障害児者の火災時等の安全確保の観点から、小規模グループケアを実施する場合であって

も満たすことを求めることとする。

重度障害児支援加算と小規模グループケア加算の整理



・ 地域移行に向けた支援として、障害者支援施設への入所の際や退所して地域へ移行する際に家庭や地域と連

携した支援を専門に行うソーシャルワーカー（①社会福祉士、②障害福祉サービス事業、障害児通所支援又は
障害児入所支援に５年以上従事した経験を有する者）を専任で配置することを評価する加算を設ける。

≪ソーシャルワーカー配置加算【新設】≫
※主として知的障害児に対して指定入所支援を行った場合の例

・利用定員が１０人以下 １５９単位／日
・利用定員が１１人以上２０人以下 ７９単位／日
・利用定員が２１人以上３０人以下 ５３単位／日
・利用定員が３１人以上４０人以下 ４０単位／日
・利用定員が４１人以上５０人以下 ３２単位／日
・利用定員が５１人以上６０人以下 ２６単位／日
・利用定員が６１人以上７０人以下 ２３単位／日
・利用定員が７１人以上８０人以下 ２０単位／日
・利用定員が８１人以上９０人以下 １８単位／日
・利用定員が９１人以上１００人以下 １６単位／日
・利用定員が１０１人以上１１０人以下 １４単位／日
・利用定員が１１１人以上１２０人以下 １３単位／日
・利用定員が１２１人以上１３０人以下 １２単位／日
・利用定員が１３１人以下１５０人以上 １１単位／日
・利用定員が１５１人以上１６０人以下 １０単位／日
・利用定員が１６１人以上１８０人以下 ９単位／日
・利用定員が１８１人以上 ８単位／日

ソーシャルワーカーの配置の評価



・ 退所後を見据えた早い段階からの支援を促進するため、自活訓練加算の算定要件を見直す。

≪自活訓練加算の見直し≫
［現 行］

・実施時期 特別支援学校等の卒業後の進路に合わせて設定。
・実施期間 同一の給付決定期間中に６月間（１８０日）を１回（さらに継続の必要がある場合は２回）。
・実施場所 施設に隣接した借家等。

［見直し後］
・実施時期 高校入学から措置延長も考慮し、２０歳までの間で柔軟に設定。
・実施期間 同一の給付期間中に１２月間（３６０日）の範囲内で柔軟に設定。
・実施場所 適切に支援を行うことが可能な範囲にある借家等。

自活訓練加算の見直し



福祉型障害児入所施設



・ 主として知的障害児を入所させる施設、主として盲児又はろうあ児を入所させる施設の現行の職員配置につい
て、質の向上を図る観点から４：１に見直すとともに、基本報酬を見直す。

≪人員基準の見直し≫
［現 行］

○児童指導員及び保育士の総数
（１）主として知的障害のある児童を入所させる指定福祉型障害児入所施設

おおむね障害児の数を４.３で除して得た数以上（３０人以下の障害児を入所させる指定福祉型障害児入所施設
にあっては、当該数に１を加えた数以上）

（２）主として盲児又はろうあ児を入所させる指定福祉型障害児入所施設
おおむね障害児である乳児又は幼児の数を４で除して得た数及び障害児である少年の数を５で除して得た数の
合計数以上（３５人以下の障害児を入所させる指定福祉型障害児入所施設にあっては、当該合計数に１を加え
た数以上

［見直し後］
○児童指導員及び保育士の総数

（１）主として知的障害のある児童を入所させる指定福祉型障害児入所施設
おおむね障害児の数を４で除して得た数以上（３０人以下の障害児を入所させる指定福祉型障害児入所施設に
あっては、当該数に１を加えた数以上）

（２）主として盲児又はろうあ児を入所させる指定福祉型障害児入所施設
おおむね障害児の数を４で除して得た数以上（３５人以下の障害児を入所させる指定福祉型障害児入所施設に
あっては、当該合計数に１を加えた数以上

人員基準と基本報酬の見直し



・ 幼児期における愛着形成を図るための評価について、全国の０～５歳の入所児童数を踏まえ、全ての乳幼児が
対象となるよう、幼児加算を見直す。

≪愛着形成に配慮した評価の見直し≫
［現 行］

幼児加算 ７８単位／日
※幼児である障害児（盲児又はろうあ児に限る。）が利用する場合に算定。

［見直し後］
乳幼児加算 ７８単位／日

※乳幼児である障害児が利用する場合に算定。

愛着形成に配慮した評価の見直し



・ 障害児が良好な家庭的環境において養育されるよう、ユニット化等によりケア単位の小規模化を推進する観点

から、建物自体が本体施設から分離した場所（外部のアパート、法人所有の土地内の別の建物等）で、小規模
な生活単位を設けて支援を行う（サテライト型）ことを可能とし、当該支援を評価するため、小規模グループケア
加算を見直す。

≪小規模グループケア加算の見直し≫
［現 行］

小規模グループケア加算 ２４０単位／日

【見直し後】
小規模グループケア加算 ２４０単位／日
※サテライト型として実施した場合 ＋３０８単位／日

小規模グループケアの推進



・ 医療的ケア児を受け入れる体制を整備する観点から、看護職員配置加算（Ⅱ）の判定スコアについて、「医療的
ケア児に係る新たな判定基準のスコア」を用いることにするとともに、算定要件を見直す。

≪看護職員配置加算（Ⅱ）の見直し≫
［現 行］

現行の判定基準のスコアが８点以上の障害児の前年度の利用日数の合計を、前年度の開所日数で除して５
以上になること。

［見直し後］
医療的ケア児の新判定基準スコアに前年度の出席率（利用日数／開所日数）を掛けた点数の医療的ケア児

全員の合計点数が４０点以上になること。

看護職員配置加算の見直し



医療型障害児入所施設



・ 主に肢体不自由児を対象としている医療型障害児入所施設に入所している重症心身障害周辺児への支援の

困難性を勘案し、当該施設での重度重複障害児加算について、複数（２以上）の障害を有する障害児を支援し
た場合にも評価できるよう算定要件を見直す。

≪重度重複障害児加算の見直し≫
［現 行］

視覚障害、聴覚若しくは平衡感覚の障害、音声機能、言語機能若しくはそしゃく機能の障害、肢体不自由、内部
障害、知的障害又は精神障害のうち３以上の障害を有する児童に支援を行う。

【見直し後】
視覚障害、聴覚若しくは平衡感覚の障害、音声機能、言語機能若しくはそしゃく機能の障害、肢体不自由、内部

障害、知的障害又は精神障害のうち２以上の障害を有する児童に支援を行う。

重度重複障害児加算の見直し



≪強度行動障害児特別支援加算【新設】≫ ７８１単位／日
※加算の算定を開始した日から起算して９０日以内は＋７００単位／日

・ 強度行動障害児の支援について、医療的アプローチとともに、入所児童の発達保障の観点から環境調整をはじ

めとした福祉的アプローチの必要性があることから、福祉的支援の強化の観点より、強度行動障害児特別支援加
算を医療型障害児入所施設においても算定できるように見直す。

強度行動障害児の支援の評価



・ 医療型障害児入所施設における小規模グループケアの推進を図る観点から、小規模グループケア加算の算定
要件を見直す（一定の要件を満たした場合に、台所・便所の設置を不要とすることを可能とする）。

≪小規模グループケア加算の算定要件の見直し≫
［現 行］

設備については、小規模グループケアの各単位において、居室、居間・食堂等入所している障害児が相互に
交流できる場所、その他生活に必要な台所、浴室、便所等を有していること。ただし、浴室については、当該小規
模グループケアの単位と同一の敷地内にある他の建物の設備を使用することができる場合には設けないことが
できる。

［見直し後］
設備については、小規模グループケアの各単位において、居室、居間・食堂等入所している障害児が相互に

交流できる場所、その他生活に必要な台所、浴室、便所等を有していること。（ただし、以下の（１）から（３）までに
掲げる設備の区分に応じ、当該（１）から（３）までに定める場合、それぞれ当該設備を設けないことができる。）

（１）台所：利用者の障害の特性から、小規模グループケアの単位内で調理することが困難であって、敷地内にあ
る他の建物の設備で調理することが適当な場合

（２）浴室：当該小規模グループケアの単位と同一の敷地内にある他の建物の設備を使用することができる場合

（３）便所：利用者の障害の特性から、当該小規模グループケアの単位に設置する必要がない場合

小規模グループケアの推進


